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1. 平成27年3月期第3四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年12月31日）

(2) 連結財政状態

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第3四半期 27,261 2.8 2,544 127.0 2,720 89.9 2,580 128.4
26年3月期第3四半期 26,507 5.3 1,121 ― 1,432 ― 1,129 ―

（注）包括利益 27年3月期第3四半期 3,432百万円 （59.3％） 26年3月期第3四半期 2,154百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第3四半期 44.86 ―
26年3月期第3四半期 19.64 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期第3四半期 47,232 16,728 33.0 270.69
26年3月期 47,050 12,540 24.5 200.53
（参考）自己資本 27年3月期第3四半期 15,571百万円 26年3月期 11,535百万円

2. 配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
27年3月期 ― 0.00 ―
27年3月期（予想） 3.00 3.00

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 37,800 3.4 4,100 169.7 4,100 131.0 3,800 219.1 66.06



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

(4) 発行済株式数（普通株式）

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、四半期財務諸表に対するレビュー手続は終了しております。

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は、【添
付資料】3ページ「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期3Q 57,546,050 株 26年3月期 57,546,050 株
② 期末自己株式数 27年3月期3Q 19,139 株 26年3月期 18,492 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期3Q 57,527,374 株 26年3月期3Q 57,528,294 株
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１.当四半期決算に関する定性的情報

(１) 経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費などに弱さがみられたものの、政
府の経済政策や日本銀行の金融政策により企業収益や雇用情勢の改善も進み、景気は緩やかな回
復基調が続きました。一方、海外においては米国では景気回復が続いているものの、アジアでは
中国で景気拡大のテンポが緩やかになるなど、景気の下振れ懸念や地政学的リスクが高まり、先
行き不透明な状況のまま推移いたしました。

このようななか、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は、精密化学品事業部門
が販売数量の増加と価格修正効果により増収となったため、272 億 61 百万円と前年同期に比べ 7
億 54 百万円、2.8%の増加となりました。損益につきましては、経常利益は 27 億 20 百万円と前
年同期に比べ 12 億 87 百万円、89.9%の増加となりました。四半期純利益は 25 億 80 百万円と前
年同期に比べ 14 億 50 百万円、128.4%の増加となりました。

セグメント別の概況は、次のとおりであります。

①基礎化学品事業部門

か性ソーダは、価格修正効果はあったものの販売数量が減少したため、前年同期並となりま
した。塩酸は、販売数量の減少と販売価格の低下により、前年同期に比べ減収となりました。

塩素系有機製品につきましては、トリクロールエチレンは価格修正効果により前年同期に比
べ増収となりました。パークロールエチレンは、販売数量の減少と販売価格の低下により、前
年同期に比べ減収となりました。

以上の結果、基礎化学品事業部門の売上高は、50 億 45 百万円となり、前年同期に比べ 1 億
15 百万円、2.4%の増加となりました。営業損益につきましては、営業損失 20 百万円となりま
した（前年同期は営業損失 2 億 30 百万円）。

②精密化学品事業部門
半導体・液晶用特殊ガス類につきましては、三フッ化窒素および六フッ化タングステンは、

販売数量の増加と価格修正効果により、前年同期に比べ増収となりました。電池材料の六フッ
化リン酸リチウムは、販売数量は増加したものの販売価格が低下したため、前年同期に比べ減
収となりました。

以上の結果、精密化学品事業部門の売上高は、174 億 26 百万円となり、前年同期に比べ 13
億 93 百万円、8.7%の増加となりました。営業損益につきましては、営業利益 21 億 41 百万円
となり、前年同期に比べ 13 億 10 百万円、157.6%の増加となりました。

③鉄系事業部門
複写機・プリンターの現像剤用であるキャリヤーは、販売数量の減少により、前年同期に比

べ減収となりました。鉄酸化物は、着色剤の販売増加により、前年同期に比べ増収となりまし
た。

以上の結果、鉄系事業部門の売上高は、19 億 12 百万円となり、前年同期に比べ 20 百万円、
1.1%の増加となりました。営業損益につきましては、営業利益 3 億 18 百万円となり、前年同
期に比べ 10 百万円、3.4%の増加となりました。

④商事事業部門
商事事業につきましては、化学工業薬品の販売増加により、前年同期に比べ増収となりまし

た。
以上の結果、商事事業部門の売上高は、16 億 46 百万円となり、前年同期に比べ 2 億 03 百

万円、14.1%の増加となりました。営業損益につきましては、営業利益 1 億 19 百万円となり、
前年同期に比べ 66 百万円、125.2%の増加となりました。

⑤設備事業部門
化学設備プラントおよび一般産業用プラント建設の売上高は、請負工事の減少により、前年

同期に比べ減収となりました。
以上の結果、設備事業部門の売上高は、12 億 30 百万円となり、前年同期に比べ 9 億 79 百

万円、44.3%の減少となりました。営業損益につきましては、営業損失 29 百万円となりました
(前年同期は営業利益 1億 10 百万円)。
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(２) 財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の資産は、現金及び預金や有形固定資産が減少した一方、受取手

形及び売掛金や仕掛品、原材料及び貯蔵品、投資有価証券が増加したことなどから、前連結会計

年度末に比べ 1 億 81 百万円増加し、472 億 32 百万円となりました。負債は、借入金の減少など

から 40 億 06 百万円減少し、305 億 03 百万円となりました。純資産は、利益剰余金やその他有価

証券評価差額金の増加などから 41 億 88 百万円増加し、167 億 28 百万円となりました。自己資本

比率は、前連結会計年度末の 24.5％から 33.0％となりました。

(３) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成 27 年 3 月期の通期連結業績予想につきましては、平成 26 年 11 月 14 日付にて公表しまし
た業績予想を修正しております。詳しくは、別途公表いたしました「通期連結業績予想の修正に
関するお知らせ」をご参照ください。

なお、上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
実際の業績は今後さまざまな要因によって予想数値と異なる場合があります。

２. サマリー情報（注記事項）に関する事項

(１) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

(２) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

税金費用につきましては、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実
効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
但し、見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法
定実効税率を使用する方法によって計算しております。

(３) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更
(退職給付に関する会計基準等の適用)

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第 26 号 平成 24 年 5月 17 日。以下「退職給付
会計基準」という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第
25 号 平成 24 年 5 月 17 日。以下「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第 35
項本文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間よ
り適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期
間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を割引率決定の基礎とな
る債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から、退職給付の支
払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変
更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに
従って、当第３四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変
更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が 766 百万円減少し、利益
剰余金が 766 百万円増加しております。なお、当第３四半期連結累計期間の損益及びセグメント
情報に与える影響は軽微であります。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 10,055 9,371 

受取手形及び売掛金 10,157 10,447 

商品及び製品 2,237 1,985 

仕掛品 1,470 1,850 

原材料及び貯蔵品 1,383 1,651 

その他 566 855 

貸倒引当金 △15 △16 

流動資産合計 25,857 26,146 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 5,830 5,554 

機械装置及び運搬具（純額） 4,311 4,081 

その他（純額） 4,167 3,807 

有形固定資産合計 14,309 13,443 

無形固定資産 297 251 

投資その他の資産    

投資有価証券 6,148 6,961 

その他 449 439 

貸倒引当金 △11 △10 

投資その他の資産合計 6,586 7,390 

固定資産合計 21,193 21,086 

資産合計 47,050 47,232 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 5,217 5,415 

短期借入金 6,839 5,723 

1年内返済予定の長期借入金 2,994 4,186 

未払法人税等 193 161 

役員賞与引当金 12 0 

災害損失引当金 297 99 

その他 1,756 1,865 

流動負債合計 17,311 17,452 

固定負債    

長期借入金 13,307 9,704 

繰延税金負債 939 1,259 

役員退職慰労引当金 105 108 

環境対策引当金 17 17 

退職給付に係る負債 2,360 1,583 

その他 468 377 

固定負債合計 17,198 13,051 

負債合計 34,510 30,503 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,877 2,877 

資本剰余金 1,614 1,614 

利益剰余金 5,919 9,266 

自己株式 △8 △9 

株主資本合計 10,402 13,749 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,497 2,016 

為替換算調整勘定 125 218 

退職給付に係る調整累計額 △489 △412 

その他の包括利益累計額合計 1,133 1,822 

少数株主持分 1,004 1,156 

純資産合計 12,540 16,728 

負債純資産合計 47,050 47,232 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 26,507 27,261 

売上原価 21,336 20,435 

売上総利益 5,171 6,826 

販売費及び一般管理費 4,049 4,282 

営業利益 1,121 2,544 

営業外収益    

受取利息 4 14 

受取配当金 107 109 

保険解約返戻金 72 － 

試作品等売却代 238 72 

為替差益 51 138 

その他 133 111 

営業外収益合計 607 445 

営業外費用    

支払利息 247 222 

その他 48 46 

営業外費用合計 296 269 

経常利益 1,432 2,720 

特別利益    

固定資産売却益 29 31 

投資有価証券売却益 66 1 

受取保険金 － 312 

特別利益合計 96 345 

特別損失    

固定資産除却損 61 43 

減損損失 － 34 

特別損失合計 61 77 

税金等調整前四半期純利益 1,467 2,988 

法人税等 215 260 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,251 2,727 

少数株主利益 121 147 

四半期純利益 1,129 2,580 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,251 2,727 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 658 525 

為替換算調整勘定 244 102 

退職給付に係る調整額 － 76 

その他の包括利益合計 903 704 

四半期包括利益 2,154 3,432 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,888 3,269 

少数株主に係る四半期包括利益 266 162 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注１） 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注２） 
 

基礎化学品 
事業 

精密化学品 
事業 

鉄系事業 商事事業 設備事業 計 

売上高                

（1）外部顧客への
売上高 

4,929 16,032 1,891 1,443 2,210 26,507 － 26,507 

（2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

699 145 85 2,239 503 3,673 △3,673 － 

計 5,628 16,178 1,976 3,683 2,713 30,180 △3,673 26,507 

セグメント利益又は

損失（△） 
△230 831 307 53 110 1,072 48 1,121 

 （注）１．セグメント利益又は損失の調整額48百万円は、セグメント間取引消去であります。

    ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 
（注１） 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注２） 
 

基礎化学品 
事業 

精密化学品 
事業 

鉄系事業 商事事業 設備事業 計 

売上高                

（1）外部顧客への
売上高 

5,045 17,426 1,912 1,646 1,230 27,261 － 27,261 

（2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高 

829 207 37 2,534 630 4,239 △4,239 － 

計 5,874 17,634 1,950 4,181 1,860 31,501 △4,239 27,261 

セグメント利益又は

損失（△） 
△20 2,141 318 119 △29 2,529 14 2,544 

 （注）１．セグメント利益又は損失の調整額14百万円は、セグメント間取引消去であります。

    ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 報告セグメントに配分されていない全社資産のうち、処分を決定した寮・社宅について減損損失を認識

しております。当該減損損失の金額は当第３四半期連結累計期間において34百万円であります。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

 会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を

変更したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しておりま

す。

 当該変更によるセグメント利益または損失への影響は軽微であります。
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